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３ 災害情報の収集・連絡関係 
 
資料 ３－１ 被害状況報告等の様式 
 
様式第１号（概況速報） 
（表１） 

 概  況  速  報 
災 害 の 名 称   災 害 発 生 日 時  

報 告 の 期 限   発 受 信 時 刻   

発 信 者  （  ） 受 信 者  （  ） 
 

被 害 の 種 別  
被  害  状  況 

被害地域または場所 被 害 の 状 況 

人的・住家関係 

  

  

  

  

農 業 関 係 
  

林 業 関 係 
  

公 共 土 木 
施 設 関 係 

  

  

鉄道 
通信 
電力  施設関係 
水道 

  

  

そ の 他  
  

応急対策等の活動状

況急対策等の活動状 
消防職員・消防団員

の出動状況等消防職 
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様式第２号 （人的及び住家の被害） 
（表２）                              地域振興局 

市 町 村 

人的及び住家の被害状況報告（ 発生 ・ 中間 ・ 確定 ） 

災 害 の 名 称  災害発生の日時  

災害発生の場所  

災害報告の期限 月  日  時現在 発信機関及び発信担当者  

人 

的 

被 

害 

死     者 人 災
害
の
概
況 

 行 方 不 明 者 人 

負

傷

者 

重   傷 人 

軽   傷 人 災
害
発
生

の 
原 

因 

 

小   計 人 

計 人 

住 
 
 

家 
 
 

の 
 
 

被 
 
 

害 

全壊・全焼又
又 は 流 出 

棟 棟 救
援
措
置 

の 

状 

況 

 世 帯 世帯 

人 員 人 

半 壊 又 は 
半 焼 

棟 棟 適
用
の
見
込
み 

災
害
救

助
法 

 

世 帯 世帯 

人 員 人 

一 部 破 損 

棟 棟 災
害
対
策
本
部 

名称  

世 帯 世帯 設置  月  日  時  分 

人 員 人 廃止 月  日  時  分 

床 上 浸 水 

棟 棟 ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
の
状
況 

 
   

世 帯 世帯 

人 員 人 

床 下 浸 水 

棟 棟 

世 帯 世帯 そ

の

他 

消防職員出動延人員 人 

人 員 人 消防団員出動延人員 人 

非住家の被害（全・半壊） 棟  

注）１ 「人的被害」欄の「負傷者・重傷」とは、一月以上の治療を要する見込みのものとし、「軽傷」とは、

一月未満で治療できる見込みのものとする。なお、その区分が不明な場合は『調査中』と記載し、負傷者

の合計数を「小計」に記載すること。 

２ 「住家の被害」欄の「一部破損」とは、住家の損壊程度が半壊に達しない程度のものとすること。 

３ 「住家の被害」欄の「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しない

が、土砂竹木のたい積により一時的に居住することができないものとすること。 

４ 「住家の被害」欄の「床下浸水」とは、住家が床上浸水に達しない程度のものとすること。 

５ 「住家の被害」欄の「棟」とは、一つの独立した建物をいう。なお、主屋に付着している風呂場、便所

等は主屋に含めて１棟とするが、二つ以上の棟が渡り廊下で接続している場合には２棟とすること。 

６ 「住家の被害」欄の各被害欄中、棟、世帯、人員欄のいずれかに記載がある場合で、記載された欄以外

が不明な場合は『調査中』と記載すること。 

７ 「災害対策本部」欄には、災害対策基本法（昭和36 年法律第228 号）第23 条の規定により設置した災

害対策本部について記載すること。 

８ 「ボランティア活動の状況」欄には、ボランティアセンターの設置状況（設置の有無及び設置場所等）、

バランティアの活動状況（受入の有無、派遣の有無等）、その他関連事項を記載すること。
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様式第２－１号 （避難準備情報・避難勧告・避難指示等 避難状況報告） 

（表２の１） 

災 害 の 名 称 災害発生の日時      月  日  時 

報 告 の 期 限    月  日  時現在 発 信 時 刻      月  日  時 

発 信 者  

避難準備情報・避難勧告・避難指示の状況 避 難 場 所 等 の 状 況 

発 令 日 時
及び準備、勧
告、指示の別 

地区名 世帯数 人 員 避難場所名 設置地区名 入所世帯数 入所人員 

        

合計     合計     
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様式第３号 （社会福祉施設被害）（職業訓練施設被害） 

（表３の１） 
社会福祉施設被害状況報告   中間 

（職業訓練施設被害状況報告）  確定 
災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時 年  月  日  時 

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

施設の種類 施設名 

被          害 

全 壊 流 失 半 壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 

棟数 被害額 
(千円) 棟数 被害額 

(千円) 棟数 被害額 
(千円) 棟数 被害額 

(千円) 棟数 被害額 
(千円) 棟数 被害額 

(千円) 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

計              

被害総額 （千円） 
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様式第５号 （農業関係被害） 

（表５の１） 

災

害

名 

 発生日時  月  日  時 分～  日  時  分 発生日時  月  日  時  分 

発信機関 

(発信者) 
 

受信機関 

(受信者) 
 

 
区

分 

項

目 

作 物 名 

被害率30％未満 被害率30％以上 合  計 主な被害地区

及び被害作物

の種類等 面積 減収量 面積 減収量 面積 減収量 被害金額 

生 
 

産 
 

物 
 

 

被 
 

害 

水    稲         

麦・雑穀・豆類        

果    樹        

野    菜        

花    き        

特 用 作 物        

桑        

そ の 他        

小  計        

樹
体
被
害 

果  樹         

その他（  ）        

小  計        

計         

 
区

分 

項

目 

施 設 名 

園 芸 関 係 そ  の  他 合  計 

件数 
面積 

(㎡) 
被害金額 件数 

面積 

(㎡) 
被害金額 件数 

面積 

(㎡) 
被害金額 

施

設

関

係 

建    物          

温室（ガラス張）          

プラスチックハウス          

構  築  物          

計          

 
区

分 

項

目 

種 類 名 被 害 量 被害金額 主な被害地区名 主な被害品目名 

 

そ

の

他 

家    畜     

畜  産  物     

水 産 物 (寒 天 含 む )     

加工品貯蔵品等     

蚕    繭     

計     

被害農業者(家)数 戸 特別被害農業者(家)数 戸  

 

市
町
村
別
被
害
の
状
況 

市 町 村 名 被 害 面 積 減 収 量 被 害 金 額 市 町 村 名 被 害 面 積 減 収 量 被 害 金 額 摘 要 

        

 

        

        

        

        

        合 計  

        市町村数    

 （注）記入単位は次のとおりとする。面積－ha、減収量・被害量－t・千本・個・頭・羽・箱、金額－千円 
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様式第６号 

（表６の２）                                          葉中 

   地域振興局         速報第   報・概況・確定         平成  年  月  日  時  分現在 
 

１ 概況 災害名       被災地の地況：保 安 林  箇所、急傾斜地  箇所、山地災害危険地  箇所     市町村の対応：避難勧告 月 日 時 地区 

災害月日            砂防指定地  箇所、地すべり指定地  箇所、普通林地  箇所     市町村の対応：避難指示 月 日 時 地区 

市町村の対応：災対本部設置 月 日 時 

２ 林地被害状況 

治山施設被害状況 

発
生
月
日 

崩
壊
種
別 

市 町 村 名 

新生崩壊・地すべり被害状況 拡大崩壊・地すべり被害状況 計 公 共 計 左欄のうち災害関連計画箇所 県 単 治山施設 

備 考 

（被災状況） 
箇
所
数 

渓 流 
山腹 

㏊ 

被害額 

千円 

箇
所
数 

渓 流 
山腹 

㏊ 

被害額 

千円 

箇
所
数 

面積 

㏊ 

被害額 

千円 

箇

所

数 

面積 

㏊ 

被害額 

千円 
字名 

面積 

㏊ 

被害額 

千円 
復 旧 計 画 

箇
所
数 

面積 

㏊ 

被害額 

千円 
字名 

被害額 

千円 

復 旧 計 画 

（公共 

県単別） 

延長 

㎞ 

面積 

㏊ 

延長 

㎞ 

面積 

㏊ 

                              

                              

                              

                              

                              

                              

                              

                              

  計                            

 

降水量調べ 

 

 

 

被害発生 

市町村毎 

最低１箇所 

市町村名 雨  量 観測所名 市町村名 雨  量 観測所名 市町村名 

 最大24ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

最大1ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

連続雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

  最大24ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

最大1ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

連続雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

  

 最大24ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

最大1ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

連続雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

  最大24ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

最大1ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

連続雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

  

 最大24ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

最大1ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

連続雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

  最大24ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

最大1ｈ雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

連続雨量 ㎜  /  ： ～  /  ： 

  

 
受送信 

月 日 時 分  送信者氏名  

月 日 時 分  受信者氏名  
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（表６の３） 

３ 林道被害状況（速報、概況、確定） 

 
災害の名称                       調査年月日 

災害発生年月日                     地域振興局名 

（単位：ｍ、千円） 

速

報

回

次 

市町村名 

公   共 小  災 計 

備 考 
路線名 

路

線

数 

箇
所
番
号 

延 長 被害額 

路

線

数 

箇
所
番
号 

延 長 被害額 

路

線

数 
箇
所
番
号 

延 長 被害額 

   

  

  

  

  

  

   

   

  

  

  

  

  

   

   

  

  

  
  

  

   

   

  

  

  

  

  

   

   

  

  

  

  

  

   

   

  

  

  

  

  

   

 合計  

  
  

  

  

  

   

 

 

 

 

 

 

（表６の４） 

４ 林産物および林産施設被害状況（速報、概況、確定） 
 

災害の名称                       調査年月日 

災害発生年月日                     地域振興局名 

災 害 の 種 類 
 

災害の発生年月日 
 

被 害 調 査 年 月 日 

被 害 発 生 地 域 

（市町村名） 
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（１）林産物被害 

区   分 

農 林 業 者 そ の 他 

合 計 森林組合 

同連合会 

農 業 協 同 組 

合 同 連 合会 

そ の 他 

任 意 団 体 
個 人 計 

中 小 企 業等 

協 同 組 合 
会 社 ・ 個人 そ の 他 計 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

木 
 
 
 

材 

立木（㎥） 
天                     

人                     

素材（㎥）                     

製材（㎥）                     

その他                     

                     

小   計                     

薪 
 
 
 

炭 

薪炭原木（㎥）                     

木炭（㎏）                     

薪層積（㎥）                     

その他                     

                     

                     

小   計                     

特
殊

林
産

物 

しいたけ（㎏）                     

わさび（㎏）                     

竹材（束）                     

                     

                     

                     

小   計                     

合     計                     

被 災 者 数           

注 １ 木炭出荷調整対策事業による保管木炭が被害を受けた場合には木炭欄の内数として（  ）書で示すこと。 

２ 立木は利用伐期令級以上のものを記入する。 

３ 被害者数等の欄は森林組合等の団体にあってはその組合数、会社及び個人にあっては会社数及び戸数の実数を記入する。 

４ 県有林（県行造林含む）の被害を、その他欄に内数として（  ）書で示すこと。
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（２）林産施設被害 

区   分 

そ の 他 

合  計 
中 小 企 業 等 協 同 組 合 会 社 ・ 個 人 そ の 他 

計 
全壊 半壊 計 

埋積土砂量

（㎥） 
全壊 半壊 計 

埋積土砂量

（㎥） 
全壊 半壊 計 

埋積土砂量

（㎥） 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

排
土
費 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

排
土
費 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

排
土
費 

数
量 

金
額 

排
土
費 

数
量 

金
額 

排
土
費 

木 
 
 

材 

木材倉庫（棟）                               

貯木場（坪）                               

綱場                               

流送路（㎞）                               

工
施
設

木
材
加 

建物（棟）                               

器械（点）                               

計                               

木 
 
 

炭 

集運材施設                               

木炭倉庫（棟）                               

炭窯（基）                               

工
施
設

木
炭
加 

建物（棟）                               

炭窯（基）                               

計                               

簡易搬送施設                               

特
殊

林
産

物 

特殊林産倉庫（棟）                               

わさび育成施設（坪）                               

しいたけ育成施設（坪）                               

しいたけほだ木（本）                               

工
施
設

産
物
加 

殊
特
林 

建物（棟）                               

器械（点）                               

計                               

合     計                               

被 災 者 数 等  

注 １ 堆積土砂量の欄は貯木場および流送路についてのみ記入する。 
２ 被害者数等の欄は、中小企業等協同組合にあってはその組合数、会社、個人にあっては会社数及び戸数の実数を記入する。 
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（３）林産物間接被害 

区   分 

農 林 業 者 そ の 他 

合 計 森林組合 

同連合会 

農 業 協 同組 

合 同 連 合会 

そ の 他 

任 意 団 体 
会 社 ・ 個人 計 

中 小 企 業等 

協 同 組 合 
会 社 ・ 個人 そ の 他 計 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

木 
 
 

材 

立木（㎥）                     

素材（㎥）                     

製材（㎥）                     

その他                     

                     

小   計                     

薪 
 
 

炭 

薪炭原木（㎥）                     

木炭（㎏）                     

薪層積（㎥）                     

その他                     

                     

小   計                     

特
殊
林
産
材 

しいたけ（㎏）                     

わさび（㎏）                     

竹材（束）                     

                     

                     

小   計                     

合     計                     

被 災 者 数           

注 １ 道路の決壊、橋梁の破損、その他により運搬不能となった滞貨及び金額を記入する。 
２ 被害者数等の欄は森林組合等の団体にあってはその組合数、会社及び個人にあっては会社数及び戸数の実数を記入する。 
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（表６の５） 

災 害 の 名 称              ５ 造林地等の被害状況（速報、概況、確定） 

災害発生年月日                                          調査年月日 

                                          地域振興局名 

森
林
所
有
者
区
分 

森林計画区 市町村名 

被 害 要 復 旧 

備考 
人 工 林 天 然 林 計 改 植 そ の 他 

経費計 
樹種別 齢級別 面積 被害額 面積 被害額 面積 被害額 面積 単価 経費 面積 単価 経費 

   

  
㏊ 千円 ㏊ 千円 ㏊ 千円 ㏊ 円 千円 ㏊ 円 千円 千円 

 

             

  
              

  

  
              

  

  
              

  

  
              

  

  
              

  

合 計 
 

              
  

注 １ 区分は火災（被災全域）、病虫害獣（中害以上）、病虫害獣（中害未満）、その他被害（被害率30％以上）、その他被害（被害率30％

未満）に区分し、別葉に作成する。 

２ 森林所有者区分は、県、市町村、公社、公団、その他及び合計に区分し、記入する。 

３ 「面積」は、区域面積とし、上段に（  ）内数で被害実面積を記入する。 

４ 市町村ごとに計欄に保安林分を（  ）書き内数で記入する。 

５ 「備考」欄には、復旧事業の種類（要復旧経費のその他の明細）、応急対策等を記入する。 

６ 「森林計画区」ごとの合計欄に、森林国営保険契約地の齢級別被害面積を（  ）書き内数で記入する。 
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（表６の６） 

災害の名称                           調査年月日 

災害発生年月日    ６ 苗畑被害状況（速報、概況、確定）  地域振興局名 

（１）苗木被害報告 

市
町
村 

施 業 量 被 害 量 

備考 
樹種 

㏊ 

面積 

本 数 （ 千 本 ） 
経営

者数 

㏊ 

面積 

本 数 （ 千 本 ） 被害率 

％ 

（Ｂ/Ａ） 

被害

金額 

経営

者数 １年生 ２年生 ３年生 計（Ａ） １年生 ２年生 ３年生 計（Ｂ） 

 すぎ                

 ひのき                

                 

                 

                 

                 

 合計                

注 １ 施業量のうち１年生にあっては得苗見込本数を、２・３年生にあっては作付本数を記入すること。  

２ すぎさしきについては別欄とすること。 

３ 被害面積は区域面積（付属地を含む）とすること。 

４ 被害欄は上段に総被害量を記入し、下段に30％以上の被害量を（  ）に内数で記入すること。 

５ 被害金額については毎年知事が示す標準被害額に時期別修正係数を乗じて算定すること。 

 

 

（２）苗畑施設被害報告 

市
町
村 

    項目 

被害の内容 
箇所数 被害数量 被害金額 復旧の種類 数 量 単 価 金 額 備 考 

  （ ） （ ） （ ）  （ ） （ ） （ ）  

          

          

          

          

          

注 １ 被害の内容は「畑地埋没」「畑地流失」「灌水施設破損」「堆肥舎倒潰」等と具体的に明記すること。  

２ 一つの被害内容ごとに「土砂排除」「跡地整理」等復旧欄に明記すること。 

３ 埋没流失の数量欄は、面積と耕土の流失埋没量（立米）を記入すること。 

４ 数量金額は、上段に総数金額を記入し、下段に30％以上の被害量を（  ）に内数で記入すること。  

 

 

（表６の７） 

災害の名称                           調査年月日 

災害発生年月日  ７ 共同利用施設等被害状況（速報、概況、確定）   地域振興局名 
市町村名 導入年度 事業主体 施 設 名 事 業 費 被害数量 単 位 被 害 額 備 考 

    千円   千円  

         

         

         

         

計         



~ 19 ~ 
 

様式第７号（土木関係被害） 

（表７の１）               被 害 総 括 表                   （単位：千円） 

区  分 

前 回 ま で の 報 告 分 今回報告分 

年間の合計 自月日 

至月日 

異常気象名 自月日 

至月日 

異常気象名 自月日 

至月日 

異常気象名 自月日 

至月日 

異常気象名 自月日 

至月日 

異常気象名 

     

箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇 所 数 金 額 

県 
 

工 
 

事 

河 川             

砂 防             

地すべり             

急 傾 斜             

道 路             

橋 梁             

計             

市
町
村
工
事 

河 川             

道 路             

橋 梁             

計             

合 
 
 

 

計 

河 川             

砂 防             

地すべり             

急 傾 斜             

道 路             

橋 梁             

計             
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（表７の６） 

雪崩災害報告 

 

事務所名（         ）          第  報（  月  日  時現在） 

0ふりがな 

場 所 

  郡町 

  市村 

0ふりがな 

区 名 

 

発 生 日 時     月  日  時 雪崩危険箇所点検番号  

気 象 状 況 

雪崩発生時の天候 晴・曇・雨・雪・みぞれ 

雪崩発生時の積雪深 ㎝ 観 測 所 名 観測所との距離 観測所との標高差 

雪崩発生時の気温 ℃    

雪崩発生時の降雪深 ㎝    

保 全 対 象 

人 家       戸 

公共的建物 

公共的施設 

斜面の向き 
北・北東・東・南東・南・南

西・西・北西 

斜高の高さ  概況平面図 縦断図 

植生の状況  

雪崩の状況 

拡 大 等 の 見 込 み  

雪 崩 の 種 類 表層・全層 

高 さ  

幅  

雪 崩 雪 量  

発 生 区 の 傾 斜 度  

走 路 の 長 さ  

見 通 し 勾 配  

被害の状況 

死 者 ・ 負 傷 者 数 有 ・ 無 死者  名 行方不明者  名 負傷者  名 

住 宅 被 害 有 ・ 無 全壊  戸 半壊  戸 一部破損  戸 

公 共 的 建 物 被 害 有 ・ 無  

その他の建物被害 有 ・ 無  

そ の 他 の 概 況  

避難対策及び 

警戒避難状況 

応 急 対 策  

避 難 状 況  

地域防災計画記載  

適用法令等の 

施 行 状 況 

法 令 等 有無 法 令 等 有無 

急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 区 域  急傾斜地崩壊危険実態調査箇所 箇所番号  

建築基準法による災害危険区域  宅 地 造 成 工 事 規 制 区 域  

地すべり防止区域（農・林・土）  都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域  

砂 防 指 定 地  旧住宅地造成事業に関する法律の適用区域  

保 安 林  宅 地 基 準 条 例 の 適 用 区 域  

災害対策基本法防災計画区域  そ の 他  

備 考  

受 信 者  送信者氏名  受信者氏名  

大字 
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 様式第８号（都市施設被害） 

（表８の１） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時 年  月  日  時 

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

種別 区 分 か所数 被害面積又は延長等 被害金額（千円） 復旧金額（千円） 摘 要 

都
市
施
設
災
害 

街 路      

都 市 公 園      

都 市 排 水 路      

公
共
下
水

道 

排 水 施 設      

ポンプ場施設      

処 理 施 設      

区

画
整
理 

街 路      

公 園 緑 地      

水 路      

防空壕・その他      

堆 積 土 砂      

合 計      

建
物
災
害
及
び
損
害
面
積 

区 分 住家（戸） 非住家（戸） 計（戸） 区 分 面積（㏊） 摘 要 

全 壊    市街地被害面積   

半 壊    その他被害面積   

流 失    計   

床 上 浸 水    全市街地面積   

床 下 浸 水       

       

状況 
発火 月  日  時  分 鎮火 月  日  時  分 被災か所  

風向  風速 最大 ｍ/sec 平均 ｍ/sec 湿度 % 

消

失

面

積

建
物
災
害
及
び 

区 分 住家（戸） 非住家（戸） 計（戸） 区 分 面積（㏊） 摘 要 

全 壊    全 市 街 地   

半 壊    被 災 面 積   

計       

備考 １ 土地区画整理事業を施行する必要が（ある・ない・不明） 
２ 都市計画との関連（                ） 

都市施設被害状況報告 
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 様式第９号（水道施設被害） 

（表９の１） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称 
 

災害発生日時   月  日  時 

災害発生場所 
 

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

水 道 の 名 称  給水区域及び 
現在給水人口 （    戸    人） 

被害給水区域 
及び被害給水 
人 口 

（    戸    人） 

被 害 の 状 況  被 害 金 額  

応急措置及び 
給 水 現 状  

給 水 応 援 消毒機械及び薬品応援 復旧資材労務応援 技 術 応 援 

緊

急

応

援

の

要

否 

給水車  両/日  ㎥分 乾式注入能力 
ｇ/ｈ  機   

ろ水器  両/日  ㎥分 湿式 ｇ/ｈ  機   

自衛隊給水班要請／ 
日㎥ 日間 

簡易滅菌機 
ｇ/ｈ  機   

水道から応急給水 
日  ㎥分 

液体塩素 
㎏入  本   

日間 
さらし粉高度 

普通 
  500ｇ 本 

  

必要なし 必要なし   

水道施設被害状況報告 
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 様式第１０号（廃棄物処理施設被害） 

（表１０の１） 
ごみ・し尿・              中間 
下水道終末処理             確定 

災 害 の 名 称 
 

災害発生日時   月  日  時 

災害発生場所 
 

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

 

被 害 施 設 名 

   

被 害 の 区 域 

お よ び 処 理 人 口 

   

被 害 の 状 況 

   

被 害 額 千円 千円 千円 

応 急 措 置 の 現 況 

   

災 害 救 助 の 有 無 

   

その他必要な事項 

   

 

廃棄物処理施設 被害状況報告 
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 様式第１１号（感染症関係） 

（表１１の１） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称 
 

災害発生日時   月  日  時 

災害発生場所 
 

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

 

感

染

症 

 

    項 目 

 

病 名 

発 生 患 者 等 数 

備 考 
患 者 擬 似 

無症状 

病原体 

保有者 

計 
う ち 

死 者 

       

       

       

       

       

備

考 

 

感染症関係報告 
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 様式第１２号（医療施設被害） 

（表１２の１） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称 
 

災害発生日時   月  日  時 

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

 

区 分 施設名 経営主体 所在地 

被 害 の 程 度 

被害額 
復旧に要 

する経費 
全壊 

全焼 
流失 

半壊 

半焼 
浸水 その他 

（病院） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（診療所） 

   棟 棟 棟 棟 棟 千円 千円 

合 計  

注：１ 本表は、保健所が管内の各施設の状況を県医療政策課に報告する場合に用いる。 

注：２ 各施設ごとの詳細な被害状況は別案にして添付すること。 

注：３ 被害施設がへき地出張診療所の場合は、経営主体欄にその旨を記載すること。 

医療施設被害状況報告 保健所名 
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 様式第１３号（商工関係被害） 

（表１３の１） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称  災害発生日時 年  月  日  時 

災害発生場所  

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 
業 種 区 分  

被 害 区 分 鉱 工 業 商 業 サービス業 そ の 他 計 

組
合
・
団
体
以
外
の
事
業
所 

建物 の被害 
（ア） 

全

壊 

棟数（棟）      

損害額（千円）      

半

壊 

棟数（棟）      

損害額（千円）      

そ
の
他 

の
被
害 

棟数（棟）      

損害額（千円）      

土地の被害 （イ） 損害額（千円）      
（ア）（イ）以外の有

形固定資産の被害 損害額（千円）      

製品・仕掛品・原材料

の損害 損害額（千円）      

事業協同組合・商工組合・

協業組合の被害 
件数（件）      

損害額（千円）      

商工会議所・商工会の被害 
件数（件）      

損害額（千円）      

小     計 損害額（千円）      

除雪・排水等の災害対策に要した経費（千円）      

その他災害の発生により生じた損害額（千円）      

損 害 額 総 計 （ 千 円 ）      

被 害 件 数 （ 事 業 （ 務 ） 所 数 ）      
注：１ 事業協同組合、商工組合、協業組合の被害とは、中小企業団体の組織に関する法律

第３条第1項の規定による中小企業団体についての物的被害とする。 
２ その他災害の発生により生じた損害額とは季節的商品の出荷遅延による価格の減少

等をいう。 
３ 住宅と営業に供している建物とが同一建物である場合は、営業用建物部分について

の被害を記入するものとする。ただし、被害態様が住宅部分と営業用建物部分とに区
別することが困難な場合は、かっこ外書きにする。 

４ 業種区分別の「その他」には指定公共機関及び指定地方公共機関に係る被害を除く
ものとする。 

５ 大企業に関する被害については、内訳（大企業分としてまとめ）を別紙に記載する。 

商工関係被害状況報告 



~ 27 ~ 
 

 様式第１４号（観光施設被害） 

（表１４の１） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称 
 

災害発生日時 年  月  日  時 

災害発生場所 
 

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

１ 土木施設（遊歩道・つり橋等） 

区 分 
県 工 事 市町村工事 そ の 他 計 

か所 被 害 額 か所 被 害 額 か所 被 害 額 か所 被 害 額 

道  路  
千円 

 
千円  千円  千円 

橋  梁         

計         

２ 一般観光地建物等 

建

物

そ

の

他 

区 分 
県 有 施 設 市町村施設 国民宿舎・旅館等 その他施設 計 

件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額 

全 壊  
千円  千円  千円  千円  千円 

半 壊           

その他           

計           

観光施設被害状況報告 
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 様式第１５号（教育関係施設被害） 

（表１５の１） 

中間 

確定 

災害の名称  災害発生年月日   年  月  日 災害発生場所  

施設の種別  報告の時限 年 月 日 時現在 発 信 者  受 信 者  

 

発 受 信 

日 時 

災害発生 

日 時 
市町村名 施設の名称 

建 物 

工 作 物 

被害金額 

土 地 

被害金額 

設 備 

被害金額 

被 害 額 

合 計 
被害状況 

要 新 築 要補修 計 

全 壊 半 壊 大破以

下金額 

被害

金額 面積 金額 面積 金額 

日 

： 

日 

： 

  ㎡ 千円 ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円  

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

注：１ 本表は、すべての教育施設の被害について使用するものであること。 

注：２ 公立小中学校施設の被害の場合で、本年を含む前６年以内に合併があった市町村は、施設の名称欄を二段書とし、学校名の下へ学校所

在地の旧市町村名を（  ）書で記入すること。 

３ 文化財は、国、県の指定分についてのみ記入すること。 

４ 本表は、市町村、施設の管理者及び設置者が関係機関に報告する場合に用いる。 

教育関係施設被害状況報告 報告者 
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 様式第１７号（市町村有財産被害） 

（表１７） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称 
 

災害発生日時 年  月  日  時 

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

 
この報告内容には、他の報告系統によるものはすべて含まれない。 

建

物

被

害 

施設の別 発生数（計） 全壊（流失） 半 壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 被害額 備考 

棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟 千円  

         

         

         

         

         

         

         

小計         

（

市

町

村

単

災

の

み

） 

公

共

土

木

施

設

被

害 
種 別 発生数 被 害 状 況 被害額 備考 

河 川 か所  千円  

道 路     

橋 梁     

     

小 計     

そ

の

他 

種 別 発生数 被 害 状 況 被害額 備考 

 か所  千円  

     

     

     

計 － －   

注：１ 本表は、市町村から地域振興局に、及び地域振興局から県危機管理防災課に報告

する場合に用いる。 

市町村有財産被害状況報告 市町村名 
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 様式第１８号（公益事業関係被害） 

（表１８） 
中間 
確定 

災 害 の 名 称 
 

災害発生日時 年  月  日  時 

災害発生場所 
 

報 告 の 期 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

 

区 分 災害発生数・被害程度数 被 害 額 

被

害

状

況 

建物等 

 

 

千円 

被害箇所   

不通箇所   

   

   

   

   

応

急

措

置

・

そ

の

他 

 

注： この表は、鉄道・通信・電力・ガス関係の被害について、各関係機関から県危機管

理・消防防災課に報告する場合に用いる。 

公益事業関係被害状況報告 機関名 
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 様式第１９号 

第１号様式 

（火災） 
第      報 

 

 

 

 

 

火 災 種 別 １.建物 ２.林野 ３.車両 ４.船舶 ５.航空機 ６.その他 

出 火 場 所 
 

出 火 日 時 

（ 覚 知 日 時 ） 

  月 日 時 分 

( 月 日 時 分) 

（ 鎮 圧 日 時 ） 

鎮 火 日 時 

( 月 日 時 分)   

月 日 時 分 

火元の業態・用途 
 

事業所名（代表者氏名） 
 

出 火 箇 所 
 

出 火 原 因 
 

死 傷 者 

死者（性別・年齢）     人 

 

 

負傷者 重 症       人 

中等症       人 

軽 症       人 

死者の

生じた

理由０ 

 

建 物 の 概 要 
構造            建築面積 

階層            延べ面積 

焼 損 程 度 焼損棟数 

全焼  棟 

半焼  棟 

部分  棟 

ぼや  棟 

焼損面積 

建物焼損床面積  ㎡ 

建物焼損表面積   ㎡ 

林野焼損面積   ａ 

り 災 世 帯 数 

 

気 象 状 況 

 

消 防 活 動 状 況 

消防本部（署）       台       人 
 
消防団           台       人 
 
その他                   人 

救急・救助活動状況 

 

災害対策本部等 

の 設 置 状 況 

 

その他参考事項 

報告日時   年  月  日  時  分 

都道府県  

市 町 村  

報告者名  

計 棟 
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 様式第１９号の２ 
第２号様式（特定の事故） 

１.石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

事故名 ２.危険物に係る事故                     第      報 
３.原子力施設等に係る事故 

４.その他特定の事故 

 

 

 

事 故 種 別 １.火災 ２.爆発 ３.漏えい ４.その他（         ） 

発 生 場 所  

事 業 所 名 
 

特 別 防 災 区 域 
レイアウト第一種、第一種、  

第二種、その他 

発 生 日 時   月 日 時 分 発 見 日 時   月 日 時 分 

（ 覚 知 日 時 ） ( 月 日 時 分) 鎮火（処理完了）日時   月 日 時 分 

消 防 覚 知 方 法  気 象 状 況  

物 質 の 区 分 
１.危険物  ２.指定可燃物  ３.高圧ガス  ４．可燃性ガス 

５.毒劇物  ６.ＲＩ等  ７.その他（      ）物質名 

施 設 の 区 分 １.危険物施設 ２.高危混在施設 ３.高圧ガス施設 ４．その他（     ） 

施 設 の 概 要  危険物施設の区分  

事 故 の 概 要  

死 傷 者 

死者（性別・年齢） 

 

 

計   人 

負傷者数       人 

重 症       人 

中等症       人 

軽 症       人 

消防防災活動状況 

及 び 

救急・救助活動状況 

警戒区域の設定 月 日 時 分 

使用停止命令  月 日 時 分 

出場機関 出場人員 出場資機材 

事

業

者 

自衛防災組織 人  

共同防災組織 人  

そ の 他 人  

消防本部（署） 
台 

人 
 

消 防 団 
台 

人 
 

海上保安庁 人  

自 衛 隊 人  

そ の 他 人  

災害対策本部等の 

設 置 状 況 

 

その他参考事項 

報告日時   年  月  日  時  分 

都道府県  

市 町 村  

報告者名  
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 様式第２０号（警察調査被害） 

（表２０）            災 害 発 生 状 況 表    （  月  日  時  分現在） 
署 別 

被害種別 
長
野
中
央 

飯

山 

中

野 

須

坂 

長
野
南 

千

曲 

上

田 

丸

子 

望

月 

小

諸 

佐

久 

軽
井
沢 

南
佐
久 

茅

野 

諏

訪 

岡

谷 

伊

那 

駒
ヶ
根 

飯

田 

阿

南 

木

曽 

塩

尻 

松

本 

安
曇
野 

大

町 
小

計 

累

計 

人
的
被
害 

死 者（人）                            

行 方 不 明 者                            

負 傷 者                            

建

物

被

害 

住

家

被

害 

全 壊（むね）                            

半 壊                            

流 出                            

全 焼                            

半 焼                            

床 上 浸 水                            

床 下 浸 水                            

一 部 破 損                            

非 住 家 被 害                            

耕
地
被
害 

水
田 

流失、埋設（㏊）                            

冠 水                            

畑 

流失、埋設                            

冠 水                            

道 路 損 壊（箇所）                            

橋 梁 流 出                            

堤 防 決 壊                            

山（がけ）くずれ                            

鉄（軌）道被害                            

通信施設被害回線（回線）                            

木 材 流 出（立米）                            

山 林 焼 失（㏊）                            

罹 災 世 帯 数                            

罹 災 者 概 数                            

出 動 警 察 官 数                            

発 生 件 数                            

備 考  



~ 34 ~ 
 

様式第２１号（被害状況総合） 

(表２１ の２)災害概況即報 

(消防庁第４号様式(その１) ) 
 

 

消防庁受信者氏名           

 

災害名           （第  報） 

 

災

害

の

概

況 

発生場所  発生日時  月  日  時  分 

 

被

害

の

状

況 

死傷者 

死 者   人 不  明  人 

住 家 

全 壊   棟 
一部破損  

棟 

負傷者   人 計    人 半 壊   棟 
床上浸水  

棟 

 

応

急

対

策

の

状

況 

災害対策本部等 

の 設 置 状 況 

(都道府県) (市町村) 

 

（注）第一報については、原則として、覚知後30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記

載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未

確認」等）を記載して報告すれば足りること｡） 

報告日時   年  月  日  時  分 

都道府県  

市 町 村 

（消防本部名） 

 

報告者名  



~ 35 ~ 
 

資料 ３－２ 既存通信施設一覧 

 

市内主要無線局 

番号 名   称 設 置 場 所 電話番号 

１ 大町警察署 大町市大町２８９５ 22-0110 

２ 
国土交通省北陸地方整備局 

大町ダム管理所 
大町市平字ナロヲ大クボ2112-71  22-4511 

３ 

国土交通省北陸地方整備局 

松本砂防事務所 

高瀬川出張所 

大町市大町５０３２‐１ 22-0650 

４ 北アルプス地域振興局 大町市大町１０５８‐２ 22-5111 

５ 北アルプス広域消防本部 大町市大町４７２４‐１ 22-0119 

６ 
ＮＴＴ東日本 

長野大町サービスセンター 
大町市大町４２９０ 22-2323 

７ 
中部電力株式会社安曇野営業所 

大町サービスステーション 
大町市大町３２１４‐１ 0120-984-531 

８ 
東京電力ホールディングス株式
会社リニューアブルパワー・カン
パニー高瀬川事業所 

大町市平１９０４‐５ 22-1260 

９ アルプス第一交通株式会社 大町市大町３１６８ 22-2121 

１０ 信州名鉄交通株式会社大町支店 大町市大町４３０６‐１ 23-2323 

１１ 大町市防災行政無線 大町市大町３８８７ 22-0420 

１２ 大町市水道課 大町市大町３８８７ 22-0810 

１３ 大町市八坂支所 大町市八坂１１０８‐１ 26-2001 

 

衛星電話番号一覧 

番号 名    称 
電話番号 

☆:庁内電話31・防災電話1 

１ 大町市 消防防災課（宿直室切替） ☆-571- 79 

２ 〃  消防防災課（防災ＦＡＸ） ☆-571-8-515 

３ 〃  宿直室 ☆-571-8-408 

４ 〃  企画財政課 ☆-571-8-521 

５ 〃  税務課 ☆-571-8-445 

６ 〃  市民課 ☆-571-8-422 

７ 〃  生活環境課 ☆-571-8-461 

８ 〃  福祉課 ☆-571-8-411 

９ 〃  農林水産課 ☆-571-8-662 

１０ 〃  観光課 ☆-571-8-561 

１１ 〃  商工労政課 ☆-571-8-541 

１２ 〃  建設課 
☆-571-8-671 

☆-571-8-691 

１３ 〃  水道課 ☆-571-8-724 

１４ 〃  下水道課 ☆-571-8-711 

１５ 〃  教育委員会 ☆-571-8-611 

１６ 〃  議会事務局 ☆-571-8-581 

１７ 北アルプス広域消防本部 総務課 
☆-575-8- 27 

☆-575-8- 37 

☆-575-8- 47 
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災害時優先電話番号一覧 
番号 施 設 名 称 等 設 置 場 所 電話番号 

１ 大町市役所 消防防災課 

上下水道課 

福祉課 

市民課 

農林水産課 

上下水道課 

八坂支所 

美麻支所 

大町市大町３８８７ 

22-0392 

２ 23-7733 

３ 22-4700 

４ 22-0643 

５ 22-6742 

６ 22-0951 

７ 大町市八坂１１０８‐１ 26-2003 

８ 大町市美麻１１８１０‐イ 29-2313 

９ 総合福祉センター 大町市大町1129 23-4277 

１０ 中央保健センター 大町市大町１０５８‐１３ 23-4631 

１１ 社会就労センター 大町市社５８９２‐６ 22-1736 

１２ 美麻福祉事業センター 大町市美麻９０４３‐１ 29-2049 

１３ 
市立大町総合病院 

大町市大町３１３０ 

22-0425 

１４ 22-3702 

１５ 〃 居宅介護支援事業所 23-5551 

１６ あゆみ園 22-5076 

１７ 八坂診療所 大町市八坂９８７‐１ 26-2814 

１８ 美麻診療所 大町市美麻１１８１０‐イ 29-2015 

１９ 市立かえで保育園 大町市大町２２９７‐１ 22-0154 

２０ 市立はなのき保育園 大町市大町３５０４‐９ 22-0675 

２１ 市立あすなろ保育園 大町市常盤３６０１‐１８ 22-0727 

２２ 市立しらかば保育園 大町市平９３６５‐３ 22-1667 

２３ 市立くるみ保育園 大町市大町５５６０‐２５ 22-5142 

２４ 市立どんぐり保育園 大町市社４６８２‐２６ 22-2002 

２５ 市立たけのこ保育園 大町市八坂１０７３ 26-2018 

２６ 市立みあさ保育園 大町市美麻１１７８０‐８ 29-2636 

２７ 市立大町西小学校 大町市大町４７７３‐３ 22-0019 

２８ 市立大町北小学校 大町市大町５８０６‐８ 22-0740 

２９ 市立大町南小学校 大町市常盤３５４３‐１ 22-0521 

３０ 市立大町東小学校 大町市社６７００ 23-3174 

３１ 市立大町八坂小学校 大町市八坂１０９０ 26-2010 

３２ 市立大町美麻小中学校 大町市美麻２７５０３ 29-2004 

３３ 市立第一中学校 大町市大町４５２８ 22-1262 

３４ 市立仁科台中学校 大町市大町３７５９ 22-0290 

３５ 市立八坂中学校 大町市八坂１１６４８ 26-2020 

３６ 北アルプス広域大町消防署 大町市大町４７２４‐１ 22-1647 
 
衛星携帯電話一覧表 

番号 設 置 場 所 電 話 番 号 備 考 

１ 

大町市役所 消防防災課 

080-8864-2428 NTTドコモ 

２ 001-010-8816-234-5231 
KDDI 

３ 001-010-8816-234-5232 

４ 八坂支所 080-8864-2429 
NTTドコモ 

５ 美麻支所 080-8864-2430 
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災害時用公衆電話（特設公衆電話）一覧        （平成２９年４月現在） 

番号 施設名称等 設置場所 

１ 大町公民館・文化会館 大町１６０１－２ 

２ フレンド・プラザ大町 大町１６０１－２ 
３ 大町第一中学校 大町４５２８ 

４ くるみ保育園 大町５５６０‐２５ 

５ 仁科台中学校 大町３７５９ 

６ 大町北小学校 大町５８０６‐８ 

７ 大町西小学校 大町４７７３－３ 

８ はなのき保育園 大町３５０４‐９ 

９ 大町公民館分室 大町１０５８‐１３ 

10 ラーバン中綱 平１９８６２－１ 

11 ゆ～ぷる木崎湖 平１０６３９－１ 
12 B&G 体育館 平１０３５２－２ 
13 平公民館・女性未来館ピュア 平１０３５２－１ 

14 しらかば保育園 平９３６５－３ 

15 大町温泉郷森林劇場 平２８６０－５ 
16 上原の湯 平１９５５－４４６ 

17 総合体育館 常盤５６３８－４４ 
18 大町南小学校 常盤３５４３－１ 

19 常盤公民館 常盤３６０１‐１８ 

20 ふれあいプラザ 常盤３５４６－３３ 
21 大町東小学校 社６７００ 

22 どんぐり保育園 社４６８２‐２６ 

23 社公民館 社３９４５－２ 
24 八坂小学校 八坂１０９０ 

25 八坂中学校 八坂１１６４８ 

26 八坂レクリェーションハウス 八坂１４８５０－６９ 

27 二重屋内ゲートボール場 美麻８４１０ 
28 美麻総合福祉センター 美麻１１８１０－イ 
29 美麻小中学校 美麻２７０５３ 

30 ふれあいセンター 美麻１６９５６－１ 
31 ぽかぽかランド美麻 美麻１６７８４ 

32 八坂総合福祉センター 八坂９８７－１ 
33 情報コミュニティセンター アキツ  八坂１１３３ 
34 ふれあいセンターさざなみ 八坂１５７１９ 
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資料 ３－３ 同報系防災行政無線設置箇所一覧    （平成２９年１０月現在） 

 

番号 施 設 名 称 等 設 置 場 所 

１ 大町市営駅前駐車場 大町市大町３２２７‐１２ 

２ 大新田資機材倉庫 大町市大町７０１６‐３ 

３ 宮田町公民館 大町市大町５４８８‐１ 

４ 社会勤労センター 大町市社５８９２‐２ 

５ 借馬団地 大町市平５３７１‐２ 

６ 上一市営住宅 大町市常盤５８４４‐３ 

７ 西山住宅 大町市常盤２１１５‐３３ 

８ 常盤南住宅 大町市常盤２３８０‐１ 

９ 相生町公民館 大町市大町１２７２‐７ 

１０ 第一中学校 大町市大町７５７６‐３ 

１１ 北小学校 大町市大町５８０６‐４ 

１２ 松原団地集会所 大町市常盤５８０１‐１１０ 

１３ 大新田道路敷地 大町市大町６８７５‐２３ 

１４ 西小学校 大町市大町４７３１‐６ 

１５ アルプスニュータウン 大町市常盤３５２０‐１３０ 

１６ 大町病院医師住宅 大町市平９６２６‐２ 

１７ 大原団地 大町市大町５５６２‐２ 

１８ 野口公民館 大町市平４３０‐４ 

１９ 海ノ口公民館 大町市平１３１９２‐１ 

２０ 西海ノ口集会所 大町市平１５３８５‐３ 

２１ 稲尾公民館 大町市平１２７２８‐１ 

２２ 二ツ屋生活改善センター 大町市平２５９５‐４４ 

２３ 源汲生活改善センター 大町市平３６９４‐１ 

２４ 大町温泉郷森林劇場 大町市平２８６０‐１１ 

２５ 上原の湯 大町市平１９５５‐４４６ 

２６ 大町エネルギー博物館 大町市平２１１２‐３８ 

２７ 大原町公民館 大町市大町６０４６‐６ 

２８ 借馬公民館 大町市平６１２７‐２ 

２９ いものしはら広場 大町市大町５７２３‐１ 

３０ 神栄町公民館 大町市大町２６６７‐２９ 

３１ 仁科台中学校 大町市大町３７５９ 

３２ 東小学校 大町市社６６９９‐６ 

３３ 泉公民館 大町市常盤５２１１‐３ 

３４ 柿ノ木集会所 大町市常盤１３２４‐１ 

３５ 供養搭 大町市常盤３６２９‐４ 

３６ 上一市道敷地 大町市常盤４７２６‐２９ 

３７ 西山公民館 大町市常盤１７６‐３ 

３８ 青島公園 大町市社４６８２‐２１４ 

３９ 山下集落センター 大町市社４９５２‐２ 

４０ 館之内公民館 大町市社５６７２‐２ 

４１ 曽根原生活改善センター 大町市社２８６６‐４ 

４２ 宮本公民館 大町市社１１３８‐１ 

４３ 三日町道路敷 大町市大町５８１‐３ 

４４ 西原生活改善センター 大町市平８０００‐５７ 
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番号 施 設 名 称 等 設 置 場 所 

４５ 木中生活改善センター 大町市常盤３３６０‐１５ 

４６ 清水公民館 大町市常盤６５３‐１ 

４７ 小海戸生活改善センター 大町市常盤２６６１ 

４８ 須沼公民館 大町市常盤９５９５ 

４９ 大町駅前ロータリー 大町市大町３２０２‐４先 

５０ 相川基幹センター 大町市八坂１８６１０‐チ１ 

５１ 大平マレット休憩所 大町市八坂１３２１ 

５２ 明野農集排施設 大町市八坂８３３‐３ 

５３ 横瀬生活改善センター 大町市八坂２４４８‐１ 

５４ 石原基幹センター 大町市八坂菖蒲８６１５ 

５５ 切久保公民館 大町市八坂８４４５ 

５６ 宮の尾基幹センター 大町市八坂７３２７‐２ 

５７ 一の瀬基幹センター 大町市八坂１１０４９‐１ 

５８ 小菅農家改善センター 大町市八坂１３１１１‐１ 

５９ 笹尾道路敷 大町市八坂６２９２ 

６０ 小松尾道路敷 大町市八坂５３９０ 

６１ 塩の貝道路敷 大町市八坂１９７０ 

６２ 押の田道路敷 大町市八坂７６９５ 

６３ 曽山 大町市八坂９２６５‐ロ 

６４ 旧美麻支所 大町市美麻１１０６０‐ロ 

６５ 新行高齢者センター 大町市美麻１４００３‐２ 

６６ 二重公民館 大町市美麻９０３５‐１ 

６７ 宮村集会所 大町市美麻８０６１‐２ 

６８ 北村集会所 大町市美麻２６４２‐１ 

６９ 鹿島槍スキー場 大町市平４９７６‐１ 

７０ 堂崎観音敷地 大町市平２０９８７‐２ 

７１ 加蔵生活改善センター 大町市平２２５０４‐４ 

７２ 中之崎集会所 大町市美麻２９７４２‐１８ 

７３ 千見神明宮社務所 大町市美麻２５７８６‐１ 

７４ 川手集落基幹センター 大町市美麻２０９６０‐１ 

７５ 三百地 大町市美麻２６５８０ 

７６ 満仲農家生活改善センター 大町市八坂３９０７‐１ 

７７ 菅の窪基幹センター 大町市八坂４４４４ 

７８ 藤集会所 大町市美麻１２７４７‐１ 

７９ 池の平集会所 大町市美麻１５７４１ 

８０ 一宇田集会所 大町市美麻１７２８６‐２ 

８１ 花尾集会所 大町市美麻１６８１９‐１ 

８２ 片岡集会所 大町市美麻２４６４１ 

８３ 米山生活改善センター 大町市美麻１９２３０ 

８４ 日向生活改善センター 大町市美麻１９４９４ 

８５ 塩ノ川生活改善センター 大町市美麻１９８４６ 

８６ 池の平もえぎ協同作業所 大町市八坂１４３５５‐３ 

８７ 地志原道路敷 大町市八坂１５０３９‐７ 

８８ 瀬口バス停下 大町市八坂２５２１０ 

８９ 上笹生活改善センター 大町市八坂１５７３２‐１ 

９０ 船場集会所 大町市八坂１５７３０‐４ 
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番号 施 設 名 称 等 設 置 場 所 

９１ 栃沢生活改善センター 大町市八坂１７８２１‐４ 

９２ 福祉センター 大町市大町１１２９ 総合福祉センター 

９３ 文化会館 大町市大町２１６３８‐１ 大町市文化会館 

９４ 常盤 大町市常盤３６０１‐１８ 常盤公民館 

９５ 運動場 大町市常盤５６３３‐１８ 大町市運動公園 

９６ 平 大町市平１０３５２‐１ 平公民館 

９７ 鹿島 大町市平８３５３‐１ 鹿島生活改善センター 

９８ 西公園 大町市大町４６８７ 西公園 

９９ 消防本部 大町市大町４７２４‐１ 北ルプス広域消防本部 

１００ 社 大町市社３９４５‐２ 社公民館 

１０１ 八坂支所 大町市八坂１１０８‐１ 八坂支所 

１０２ 八坂中学 大町市八坂１１６５６‐ロ‐２八坂中学校 

１０３ 高齢者センター 大町市美麻３３６６ 大塩高齢者センター 

１０４ 中綱 大町市平1９８６３‐１ ラーバン中綱 

１０５ 千見 大町市美麻２６００９‐３ 千見公民館 

１０６ 美麻支所 大町市美麻１１８１０‐イ 美麻支所 

１０７ 野平 大町市八坂２５３２５ 野平生活改善センター 

１０８ 社公園 大町市社 
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資料 ３－４ 防災相互通信用無線局設置機関一覧表 
(平成２６年７月１５日現在) 

免許人名 
局数（１５８.３５㎒） 局数（４６６.７７５㎒） 

基 地 局 陸上移動局 携帯基地局 携 帯 局 基 地 局 陸上移動局 携帯基地局 携 帯 局 

長野県  16  17    1 
警察庁  16       
総務省  1    1   
国土交通省  162  33     
長野市 7 213    160   
松本市  2    8   
上田市  1    1   
飯田市  15   1 70   
須坂市 3 59   1 15   
小諸市 1 4   1 32   
伊那市  12   1 66   
駒ケ根市     1 57   
中野市  1   2 43   
大町市 6 139       
飯山市  7   1 42   
茅野市  12    13   
塩尻市      18   
佐久市     4 63   
千曲市     2 70   
東御市     1 45   
安曇野市 1 21       
小海町 1 17       
佐久穂町     1 19   
川上村     1 18   
南牧村 1     5   
南相木村  1       
北相木村  5       
軽井沢町     1 28   
御代田町  22   1 7   
立科町  4       
長和町     1 26   
青木村     1 10   
下諏訪町 1 19   1 40   
富士見町     1 49   
原村     1 29   
辰野町     1 20   
南箕輪村         
中川村 1 17       
宮田村     1 38   
松川町 1 1   1 40   
高森町     1 51   
阿南町      11   
阿智村     2 13   
平谷村      3   
根羽村  35       
売木村      9   
天龍村      7   
喬木村         
豊丘村  20   1 7   
大鹿村 1 2       
上松町  5       
南木曽町 1 93       
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免許人名 
局数（１５８.３５㎒） 局数（４６６.７７５㎒） 

基 地 局 陸上移動局 携帯基地局 携 帯 局 基 地 局 陸上移動局 携帯基地局 携 帯 局 

木曽町  6    16   
大滝村 1 2       
大桑村  2       
生坂村  10       
山形村     1 23   
朝日村     1 30   
筑北村  13       
池田町      2   
白馬村 1 33       
小谷村     1 50   
坂城町     1 35   
小布施町     1 8   
高山村     1 24   
木島平村     1 45    
飯綱町         
栄村  20       
佐久広域連合 7 77       
上田地域広域連合 3 102       
諏訪地域広域連合 4 146    139   
伊那消防組合 6 83       
伊南行政組合 1 46       
南信州広域連合 2 155       
木曽広域連合  18       
松本広域連合 2 21    176   
北アルプス広域連合 1 34       
千曲坂城消防組合 3 51       
岳南広域消防組合 3 40       
岳 北 広 域 行 政 組 合 2 26       
日本赤十字社  77  33     
中部電力㈱ 1 7       
東京電力㈱  19  4     
関西電力㈱ 1 25       
長野都市ガス㈱  4       
東海旅客鉄道㈱  2  2     
信越放送㈱ 1        

合 計 64 1,941 0 89 37 1,637   0 1 

 



~ 43 ~ 
 

資料 ３－５ 非常通信の内容 

 

非常通信における通報（以下非常通報という｡）の内容は、次に掲げるもの又は

これに準ずるものとする。 

 

１．人命の救助に関するもの 

２．天災の予警報（主要河川の水位を含む｡）及び天災その他の状況に関するもの 

３．緊急を要する気象、地震、火山等の観測資料 

４．電波法第74 条実施の指令及びその他の指令 

５．非常事態に際しての事態の収拾、復旧、交通制限その他の秩序の維持又は非常事

態に伴う緊急措置に関するもの 

６．暴動に関する情報連絡及びその緊急措置に関するもの 

７．非常災害時における緊急措置を要する犯罪に関するもの 

８．遭難者救護に関するもの 

９．非常事態発生の場合における列車運転、鉄道輸送に関するもの 

１０．鉄道線路、道路、電力設備、電信電話回線の破壊又は障害の状況及びその修理

復旧のための資材の手配及び運搬、要員の確保その他の緊急措置に関するもの 

１１．中央防災会議、同事務局、地方防災会議、緊急災害対策本部、非常災害対策本

部及び災害対策本部相互に発受する災害救援その他緊急措置に関する労務、施設、

設備、物資及び資金の調達、配分、輸送等に関するもの 

１２．災害救助法第24 条及び災害対策基本法第71 条第１項の規定に基づき、都道府

県知事から医療、土木、建築工事又は輸送関係者に対して発する従事命令に関する

もの 
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資料 ３－６ 非常取り扱い及び緊急扱い通話（電報を含む）の内容等 

 

（東日本電信電話㈱） 

１．非常扱いの通話は､次の事項を内容とする通話を次の機関等が行う場合に限り、

取り扱います。 

非 常 通 話 の 内 容 機 関 等 

１．気象、水象、地象若しくは地動の観測

の報告又は警報に関する事項 

気象機関相互間 

２．洪水、津波、高潮等が発生し、若しく

は発生するおそれがあることの通報又

はその警報若しくは予防のため緊急を

要する事項 

水防機関相互間 

消防機関相互間 

水防機関と消防機関相互間 

３．災害の予防又は救護のため緊急を要す

る事項 

消防機関相互間 

災害救助機関相互間 

消防機関と災害救助機関相互間 

４．鉄道その他の交通施設（道路、港湾等

を含みます。）の災害の予防又は復旧そ

の他輸送の確保に関し、緊急を要する事

項 

輸送の確保に直接関係がある機関相互間 

５．通信施設の災害の予防又は復旧その他

通信の確保に関し、緊急を要する事項 

通信の確保に直接関係がある機関相互間 

６．電力設備の災害の予防又は復旧その他

電力の確保に関し、緊急を要する事項 

電力の供給の確保に直接関係がある機関

相互間 

７．秩序の維持のため緊急を要する事項 警察機関相互間 

防衛機関相互間 

警察機関と防衛機関相互間 

８．災害の予防又は救援のため必要な事項 天災、事変その他の非常事態が発生し、又

は発生するおそれがあることを知った者

と前各欄に掲げる機関との間 

 

 

２．緊急扱いの通話は、次の事項を内容とする通話を次の機関等が行う場合に限り、

取り扱います。 

非 常 通 話 の 内 容 機 関 等 

１．火災、集団疫病、交通機関の重大な事

故その他人命の安全に係る事態が発生

し、又は発生するおそれがある場合にお

いて、その予防、救援、復旧等に関し、

緊急を要する事項 

（１）非常扱いの通話を取り扱う機関相互

間(前項の表中８欄に掲げるものを除き

ます｡) 

（２）緊急事態が発生し、又は発生するお

それがあることを知った者と（１）の機

関との間 

２．治安の維持のため緊急を要する事項 （１）警察機関相互間 

（２）犯罪が発生し、又は発生するおそれ

があることを知った者と警察機関との

間 

３．国会議員又は地方公共団体の長若しく

はその議会の議員の選挙の執行又はそ

の結果に関し、緊急を要する事項 

選挙管理機関相互間 
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非 常 通 話 の 内 容 機 関 等 

４．天災、事変その他の災害に際しての災

害状況の報道を内容とするもの 

次項の基準に該当する新聞社、放送事業者

又は通信社の機関相互間 

５．水道、ガス等の国民の日常生活に必要

不可欠な役務の提供その他生活基盤を

維持するため緊急を要する事項 

（１）水道の供給の確保に直接関係がある

機関相互間 

（２）ガスの供給の確保に直接関係がある

機関相互間 

（３）預貯金業務を行う金融機関相互間 

（４）国又地方公共団体の機関〔前項の表

及びこの表の１欄からこの欄の（３）ま

でに掲げるものを除きます｡〕相互間 

 

 
 

３．新聞社等の基準 

区 分 基  準 

１．新聞社 次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

（１）政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は論議

することを目的として、あまねく発売されること。 

（２)発行部数が１の題号について、８，０００部以上であること。 

２．放送事業者 電波法（昭和25年法律第131号）の規定により放送局の免許を受

けた者 

３．通信社 新聞社又は放送事業者にニュース〔１欄の基準のすべてを備え

た日刊新聞紙に掲載し、又は放送事業者が放送するためのニュー

ス又は情報（広告を除きます｡）をいいます｡〕を供給することを

おもな目的とする通信社 
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資料 ３－７ 大町市における協力に関する協定 

 
大町市（以下「甲」という。）は、大町市内郵便局（代表局 大町郵便局、交渉窓口局 大町北郵便

局）及び穂高郵便局（以下「乙」という。）と、地域における協力に関する協定及び災害発生時におけ

る協力に関する協定を、次のとおり締結する。 
 

【地域における協力に関する協定】 

（目的） 

第１条 この協定は、大町市住民が安心して暮らせる地域社会づくりに資するため甲乙間の協力に関し、

必要な事項を定めるものとする。 
 

（協力の内容） 

第２条 乙は、大町市内における業務中、次に掲げる場合には、業務に支障のない範囲で、甲に情報（乙

の守秘義務に係るものを除く。以下同じ。）を提供することにより、甲に協力するものとする。 

なお、緊急を要する場合には、直接消防又は警察等の関係機関に通報するものとする。 

(1) 高齢者、障害者（障がい者）、子どもその他の甲の住民等の何らかの異変に気付いた場合 

(2) 道路、河川、橋梁等の異状を発見した場合 

(3) 不法投棄が疑われる廃棄物等を発見した場合 

２ 前項の規定により乙が情報を提供した場合において、甲は、その個別の事実を第三者に開示しない

ものとする。 
 

（免責） 

第３条 乙は、前条第１項の規定による情報の提供をした場合及び提供しなかった場合のいずれにおい

ても、その責任を負わないものとする。 
 

【災害発生時における協力に関する協定】 

（定義）  

第４条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第２条第１号

に定める被害をいう。 
 

（協力要請） 

第５条 甲及び乙は、大町市内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互に協力を

要請することができる。  

(1)緊急車両等としての車両の提供  

   （車両を所有する場合に限る。ただし、郵便配達用車両は除く。） 
 

(2)甲又は乙が収集した被災者の避難所開設状況及び被災者の同意の上で作成した避難先リスト等の

情報の相互提供 

  (3) 郵便局ネットワークを活用した広報活動  

(4) 災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱及び援護対策 

    ア 災害地の被災者に対する郵便葉書等の無償交付  

    イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

    ウ 被災地宛て救助用郵便物等の料金免除  

    工 被災地宛て寄付金を内容とする郵便物の料金免除 

  (5) 乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供  

  (6) 避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集・交付等並びにこれ

らを確実に行うための必要な事項（注） 

  (7) 株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 

  (8) 前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 

 

（注） 避難者情報確認シート (避難先届)又は転居届の配布・回収を含む。 



~ 47 ~ 
 

（協力の実施） 

第６条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、業務に支障のない範

囲内において協力するものとする。 

 

（経費の負担） 

第７条 第 5 条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令その他に別段

の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、要請した者が負担する。 

２ 前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲乙協議の上、決定

するものとする。  

 

（災害情報連絡体制の整備） 

第８条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものとする。 

 

（情報の交換） 

第９条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報交換を行う。 

 

（連絡責任者） 

第１０条 この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 

甲 大町市      消防防災課長 

  乙 日本郵便株式会社 大町郵便局長 

 

（協議） 

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、両者で協議し決定する。 

 

（有効期間） 

第１２条 これら協定の有効期間は、平成３０年３月３１日までとする。 

ただし、有効期間満了の１か月前までに、甲及び乙のいずれからも申し出がない場合は、有効期間満

了の日の翌日から起算して１年間、この協定を更新するものとし、以後もまた同様とする。 

 

これらの協定を証するため、本書 4通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。 

 

       平成２９年 ７月２５日 

 

 

甲   長野県大町市大町 3887 

大町市長     牛越 徹 

 

 

乙  長野県大町市大町 3209        

   大町郵便局長   原 直俊 

 

 

長野県大町市大町 2249-1 

   大町北郵便局長  降旗 操 

 

 

長野県安曇野市穂高 5617-1 

   穂高郵便局長   中沢 雅巳 
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資料 ３－８ 災害時における臨時災害放送局開設運用の支援に関する協定書  
 
 
大町市（以下「甲」という。）と日本ケーブルテレビ連盟信越支部（以下「乙」と

いう。）は、大規模災害等により甚大な被害が発生した場合における臨時災害放送局

（以下「臨災局」という。）開設運用の支援に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 

第１条 この協定は、大町市内において大規模災害が発生した場合に開設する臨災局

の運用について必要な事項を定め、迅速に本市域に密着した緊急の情報を住民に提

供することにより、被害の軽減を図り、もって住民生活の安全確保に寄与すること

を目的とする。 
 
（定義） 

第２条 この協定における用語の定義は、次のとおりとする。 
(1)  「大規模災害」とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震その他の異常な自然現

象又は大規模な火災若しくは爆発その他の状態をいう。 
(2)  「臨時災害放送」とは、放送法第八条及び放送法施行規則第七条第二項第二

号に規定された放送をいう。 
 
（臨災局の開設） 

第３条 甲は、住民に対して災害関連情報の伝達手段として臨災局の開設が必要であ

ると判断した場合に、甲を開設の主体として免許申請を行うものとする。 
 
（運用） 

第４条 甲の臨災局の開設が許可された場合、甲は乙に対しその運用を委託する事が

できるものとし、乙はそれを受託するものとする。 
２ 乙は、災害関連情報の放送を行う場合は、甲からの要請に基づき地域に密着した

災害関連情報の放送を行うものとする。 
３ 臨災局の放送終了については、甲乙において協議の上、決定するものとする。 
 
（費用負担等） 

第５条 臨災局の運用について発生した費用は、甲が負担するものとし、乙は臨災局

運用に掛かる経費の算出根拠に基づき甲と協議のうえ請求するものとする。 
 
（連絡責任者） 

第６条 甲及び乙は、臨時災害放送の円滑な実施を図るため連絡責任者を置くものと

し、変更が生じた場合は、速やかに相手方に報告するものとする。 
 
（協定の期間） 

第７条 この協定の期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の日

の１ヶ月前までに甲又は乙から異議申立てのないときは、協定期間は１年間延長す

るものとし、その後も同様とする。 
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（協議） 
第８条 この協定に定めがない事項又はこの協定の実施について疑義が生じた事項

については、甲乙が誠意をもって協議し決定するものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者が署名捺印の上、各自

その１通を保有するものとする。 
 
 
 
 
  平成２９年１０月１７日 
 
   （甲）  長野県大町市大町３８８７ 
 

長野県大町市 
 

大町市長   牛越 徹 
 
 
 

（乙）  新潟県上越市西城町２丁目２番２７号 
 
     日本ケーブルテレビ連盟信越支部 

 
 
        信越支部長    齋藤 俊幸 
 
 


